平成28年度　再評価調書
１ 事業概要

	事業名
	都市計画道路寝屋川大東線　街路事業・延焼遮断帯整備促進事業

	担当部署
	都市整備部　交通道路室　道路整備課　建設グループ（連絡先　06-6944-9280）

住宅まちづくり部　建築防災課　密集市街地対策グループ（連絡先　06-6210-9808）

	事業箇所
	門真市 上島町、下島町、上野口町

	再評価理由
	事業採択後10年間を経過した時点で継続中

	事業目的
	　本路線は、寝屋川市から門真市を南北に縦断する主要幹線道路である。

本事業は、第二京阪道路や国道163号等と接続することにより広域的な幹線道路ネットワークの強化を図ることを目的とする。また、府道守口門真線以北の地域は、道路が狭隘な上に築年数の古い木造住宅が密集しており、地震時等の火災により大きな被害が想定されることから、本路線の整備により、延焼拡大が抑止されるとともに、避難路、緊急車両の通行が確保され、防災機能が強化される。

	事業内容
	道路築造

延長：1.0 km

幅員：32.0 m
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車道：4車線（3.25m×4） 

歩道：両側（3.5m×2）

自転車道：両側（2.5m×2）

	事業費

（　）内の数値は

事前評価時点のもの
	全体事業費：約73.7億円（約114.2億円）〔国：40.5億円、府：33.2億円〕

	
	（内訳）調査費等　約　1.0億円（約1.0億円）　　

用地費　　約 66.0億円（約94.3億円）

工事費　　約  6.7億円（約18.9億円）
	【工事費の内訳】

・道路築造工　　約 3.0億円（約 8.5億円）
・舗装工　　　　約 3.7億円（約10.4億円）

	事業費の変更理由
	・構造物と舗装の仕様見直しにより工事費が減少した。
・補償費の精査により用地費が減少した。

	維持管理費
	約1,060万円/年（道路部：33万円/千㎡・年）（過去5年府内実績から算出）


２ 事業の必要性等に関する視点
	
	事前評価時点H14　 
	再評価時点H28
	変動要因の分析

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	・平成 13 年12 月 に首相を本部長とする都市再生本部が都市再生プロジェクト（第3次）を決定。この中で、「密集市街地の緊急整備」大阪府域の重点区域 約2,000haと、密集市街地を貫く防災環境軸の整備が盛り込まれた。
【周辺道路の交通量】

H11交通センサス

府道木屋門真線

：16,689 台/24H

府道八尾枚方線

：13,321 台/24H

府道八尾茨木線

：13,718 台/24H
	・本事業区間（1.0km）のうち、65mの区間について、門真市上島土地区画整理事業（0.34ha）の整備に合わせて平成19年3月に供用開始。

・平成23年3月に、国土交通省は、「住生活基本計画（平成18年策定）」を見直し、「地震時等に著しく危険な密集市街地」を平成32年度までに概ね解消する目標を定めた。

・平成26年3月に、府は「密集市街地整備方針」を策定。同年6月に門真市は「整備アクションプログラム」を策定。平成32年度までの「地震時等に著しく危険な密集市街地」の概ね解消に向け、府は門真市が実施する道路・公園の整備や老朽住宅の除却などの対策を支援することとした。また、平成26年度に延焼遮断帯整備促進事業を創設し、都市計画道路の整備に取り組む。
【周辺道路の交通量】

H22交通センサス

府道木屋門真線

：10,999 台/24H

府道八尾枚方線

：15,932 台/24H

府道八尾茨木線

：10,673 台/24H
	平成25年度の南海トラフ巨大地震の被害想定により、密集市街地を有する門真市において大きな被害が発生する危険性が高いことが判明
H11からH22センサスでは、府域全体で交通量の減少傾向にあり、本路線でもその傾向がみられる。（周辺ネットワークの完成に伴う交通量の減少）

	地元の
協力体制等
	平成13年6月に、公民が連携し、寝屋川大東線とその沿道市街地の一体的な整備の検討を行うため、「寝屋川大東線沿道市街地整備事業推進協議会」を設置した。

	門真市が沿道等の建物の不燃化を促進するため、防火規制を定める防災街区整備地区計画を導入予定。

また、一部区間の沿道において、門真市が予定している事業と連携して整備を行う。

	平成32年度の密集市街地の解消に向け、門真市の策定した整備アクションプログラムに防火規制の導入や公共施設整備などを明記。

	
	事前評価時点H14　 
	再評価時点H28
	変動要因の分析

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	【効果項目】

・走行時間短縮

・走行経費減少

・交通事故減少

【分析結果】

・B/C=2.78

B=267.1億円

　C=96.1億円

【算出方法】
・建設省「費用分析マニュアル（平成10年 6月）」により算出
・H11交通センサスベースのH32将来交通推計値により算出

【受益者】

・道路利用者

・地域住民
	【効果項目】

・走行時間短縮

・走行経費減少

・交通事故減少

【分析結果】
・B/C＝3.22

　B=199.6億円

　C=61.9億円

【算出方法】

・国土交通省「費用便益分析マニュアル（平成20年11月）」により算出
・H17交通センサスベースの

H42将来交通推計値により算出
【受益者】

・道路利用者

・地域住民
	事業費及び用地費の精査

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【安全・安心】
・歩車道分離により、歩行者・自転車の安全が確保される。
・地震時等の大火による延焼拡大の抑止や、避難路、緊急車両の通行の確保がされる。
【活力】
・土地利用の促進に繋がる。
【快適性】
・周辺道路の渋滞緩和に繋がる。
・十分な幅員が確保された歩道及び自転車道の整備により、快適性が向上する。
【受益者】
・道路利用者
・地域住民
	


	
	事前評価時点H14　 
	再評価時点H28
	変動要因の分析

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①平成15年度

②平成17年度

③未定

（当時、沿道の市街地と一体的に順次事業化していく整備方針としていたため、「未定」としていた）
	①平成15年度
②平成17年度

③平成38年度

	・医療施設前の65m区間は、平成19年3月に供用済み。
・密集市街地解消に伴う用地買収は、平成32年度に完了予定であることから、全線供用の完成予定年度を定めた。


	
	事前評価時点H14　 
	再評価時点H28
	変動要因の分析

	＜進捗状況＞
	―
	・全体　6％

（4.6億円／73.7億円）

・用地　6％

（4.1億円／66.0億円）

・工事　6％

（0.5億円／ 7.7億円）
	

	事業の必要性等に関する視点
	・本事業区間の整備により、寝屋川市域から第二京阪道路へのアクセス機能の向上が図られ、広域的な幹線道路ネットワーク機能が強化される。

・密集市街地における広幅員の道路の整備により、地震時等の大火による延焼拡大の抑止や、避難路、緊急交通路が確保され、周辺地域の防災機能が強化される。


３ 事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の
見込みの視点
	・本事業区間（1.0km）のうち、医療施設前の65mの区間について、門真市上島土地区画整理事業（0.34ha）の整備に合わせ平成19年3月に供用済み。

・府道守口門真線以北については、平成32年度までの密集市街地の解消に向け、用地取得を完了予定。

・府道守口門真線以南を含め、平成38年度の全線供用を目指す。


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や
代替案立案等の
可能性の視点
	本事業により、広域的な幹線道路ネットワークが形成されることや、密集市街地対策として当該区間での施工が必要であるため、代替案立案の余地はない。


５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・周辺は市街地が形成されており、本事業において新たに自然環境に影響を与えることはない。

・周辺道路の交通渋滞が緩和され、大気質への負荷物質排出量の抑制に寄与する。

	事前評価時の意見具申（付帯意見）
と府の対応
	―

	上位計画等
	・大阪府都市整備中期計画（案）（H28.3改訂）
・大阪府密集市街地整備方針（H26.3）

	その他特記事項
	―


６ 対応方針（原案）

	対応方針
（原案）
	○事業継続

＜判断の理由＞

・本事業区間の整備により、寝屋川市域から第二京阪道路へのアクセス機能の向上が図られ、広域的な幹線道路ネットワーク機能が強化される。

・密集市街地における広幅員の道路の整備により、地震時等の大火による延焼拡大の抑止や、避難路、緊急交通路が確保され、周辺地域の防災機能が強化される。

以上の理由から、事業を継続する。


平成28年9月16日修正後








